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研究成果の概要（和文）：近年のナショナル・グリッドの延伸や再生可能エネルギー導入の試みが並存するタン
ザニア南部３県の農村での地域間比較を通して、電気が農村に普及していく実態や農民の多様な電源選択のあり
方を実証的に明らかにした。小さな水力発電は、水源保全やガバナンスが地域住民主導で行われるなどの利点が
あり、一極集中的なナショナル・グリッドの電気に依存することのリスク分散にもつながる。今後ナショナル・
グリッドが急速に農村に浸透する中で、こうした利点を持つ小さな水力発電がグリッドに置き換わっていくの
か、複数の電源を組み合わせることにより共存していくのか、電化が及ぼす農村社会への多面的な影響を継続し
て注視していく必要がある。

研究成果の概要（英文）：Through an inter-regional comparison in rural villages in three southern 
Tanzanian districts, where the rapid extension of the National Grid and various attempts to 
introduce renewable energy have coexisted in recent years, this study empirically clarifies how 
farmers choose their power sources and how electricity has been spread in rural areas. Small-scale 
hydro-power generation has advantages such as water source conservation, environmental protection, 
and governance led by villagers, and it can help disperse the risk of dependence on electricity from
 a centralized National Grid. As the National Grid rapidly extends to rural areas, it will be 
important to continue to monitor the realities of electrification, by looking at whether small-scale
 hydro-power generation will be replaced by the National Grid or co-exist, and its multifaceted 
impacts on rural communities.

研究分野： 地域研究、開発研究

キーワード： 再生可能エネルギー　小規模な水力発電　タンザニア　アフリカ　環境保全　適正技術　内発的発展　
持続可能な発展

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
アフリカ農村における電化は重要課題であるが、系統電力のみならず再生可能エネルギーにも着目しながら農民
が実際にどのような電源を選択し、どのように電気が農村に普及しているかについて地域間比較をすることによ
り実証的に明らかにした。エネルギーに関する研究は工学・技術・経済系が主流であるが、本研究は、アフリカ
地域研究・実践に携わってきた研究者らが学際的に電気の普及とそれに伴う農村変容の過程を解明した点に学術
的意義が見出せる。また、アフリカ各地で現在進行している電化の動きに対して示唆に富んだ事例を提供すると
いう点において社会的意義を持つといえよう。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 

 

１．研究開始当初の背景 

途上国でのエネルギーへのアクセスは重要課題であるが、アジアや南米等と比較してもサハ
ラ以南アフリカの電化率は著しく低く、とりわけ未電化農村の抱える問題解決は切迫した課題
である。アフリカの電化をめぐる議論では、地方の電化率向上のため、ナショナル・グリッド（電
力会社の送電網によって供給される系統電力）の延伸とともに、ミニグリッド（複数農村に配電
をする地域電力網）や独立電源であるオフグリッドの役割が注目されている。また、地方電化に
は再生可能エネルギーの活用が有効ということが強調されてきた。 
本研究の対象となるタンザニアでは、1964 年にハレ水力発電所が稼働して以来、2000 年まで

に 7 基の水力発電所が建設されて都市の電力を支えてきたが、農村の電化は顧みられてこなか
った。2005 年の地方エネルギー法の制定や 2007 年の地方エネルギー庁（Rural Energy Agency: 
REA)の設立などを通して、ナショナル・グリッドの延伸とともに、オフグリッドの電源開発が進
められるようになった。2012 年には、世界銀行が主導している気候投資基金（CIF）の「再生可
能エネルギーの規模拡大プログラム（SREP）」のパイロット地域に選ばれ、2013 年から地方電化
を促進するプログラムが始まり、さまざまな再生可能エネルギーを活用したオフグリッドの地
方電化事業がみられるようになってきた。 
こうしたなかで、農村の電気事情を大きく変えたのが太陽光発電の普及であった。2008 年の

電気法の改定によって発電が自由化され、それとときを同じくして中国製の太陽光パネルやバ
ッテリーが廉価で市販されるようになると携帯電話や照明が農民の生活に入り込んでいった。
しかしながら、こうしたさまざまな取り組みにも関わらず、2018 年度の国際エネルギー機関（IEA）
のデータによれば、都市電化率の 65％に対して農村電化率は 17％と低く、依然として未電化農
村が圧倒的多数を占めていた。  
 
２．研究の目的 
タンザニア農村では、電力公社 TANESCO によるナショナル・グリッドの延伸と並行して、携帯

電話や LED 照明が普及していくなか、太陽光パネルの価格低下を受けて太陽光発電の利用や、住
民主導の水力を用いた小規模な発電の動きなどがみられるようになってきた。しかし、ナショナ
ル・グリッドでは電柱から家屋までの電線の延長や受電設備を整えるために多額の費用が必要
となるのと同様、太陽光や小規模な水力などの再生可能エネルギー導入でも相応の初期投資が
必要になることから、これらの費用が捻出できる世帯とできない世帯との間に差が生じてくる。
「農村電化」の達成度は「電化率」で示される傾向にあるが、実際には電気が来たとされる村落
の全世帯に一律電気が届いているわけではなく、地域内・村内での格差や住民主体の動きを内包
しつつ電化の波が農村に広がっていったのである。 
このような状況を受け、本研究の目的は、ナショナル・グリッドの延伸やさまざまな再生可能

エネルギー導入の試みが並存するタンザニア南部３県の農村での地域間比較を通して、農民が
どのように電源を選択し、どのように電気が農村に普及しているのかの実態を学際的・総合的に
解明していくことである。 
 
３．研究の方法 
以下に述べるタンザニア南部 3県の農村を対象とし、フィールド調査を実施する。それぞれの

地域は系統電力の普及の程度が異なり、太陽光発電やさまざまな規模の水力発電が異なるかた
ちで導入されてきた。 
主な調査項目として、調査を実施する州や県

の電気事情、対象村落での電気の普及状況、世
帯レベルでの電源（グリッド、小規模な水力、
太陽光、灯油ランプ等）の選択、電気の普及を
促進/阻害する要因や条件、近隣の村々・行政・
NGO 等の外部アクターとの関係などについて、
調査を実施する。 
なお、本研究では水力発電の規模を以下のよ

うな区分で定義する。①ピコ水力発電：比較的
容易に設置・運営できる数世帯～10 数世帯での
発電（出力数 kw 以下）、②マイクロ水力発電：
村内での意見の集約、管理・運営、技術面等で
のハードルがより高い発電(出力 100kw 以下)、
③小水力発電：ドナーの支援や教会の運営で展
開している比較的広い範囲を網羅する発電（出
力 100kw 以上 1000kw 以下）。いずれもダムの造
成を必要としない。  
  



（１）マイクロ水力＋太陽光（ルヴマ州ムビンガ県 K村）担当：荒木  
ルヴマ州ムビンガ県は、国内有数のコーヒー生産地であり、マテンゴの人びとが居住している。

K 村では、地域開発プロジェクトの期間（1999 年～2004 年）及びプロジェクト終了後にさまざ
まな活動が行われてきた。プロジェクトの最初に、急峻な山々が連なる地形を活かして水力製粉
所建設が実施されることになり、住民組織が結成された。マテンゴにはセングという共食慣習が
あり、問題を共に議論、解決し、協働するセングの精神をこの事業にも活かしていこうという思
いで、セング委員会と名付けられた。水力製粉機に端を発し、農民グループ活動、中学校建設、
給水事業等の活動が住民主導で実施された。10 年にわたり持続的に運営されてきた水力製粉の
施設と住民組織が高く評価され、ドイツの NGO から支援を得ることができ、マイクロ水力発電事
業に繋がっていった。まずは小・中学校、教会などに電気がひかれ、これに勢いを得て村全体の
電化を目指すものの、多額の資金が必要となることから計画は難航した。僻地におけるオフグリ
ッドを推進する地方エネルギー庁 (REA)から支援を得ることに成功し、村全体の電化に向けた
事業が始動し、現在に至っている。近年の太陽光パネルの価格低下を受けて太陽光発電を取り入
れる住民もいる。 
 
（２）ピコ水力＋小水力＋太陽光（ンジョンベ州ルデワ県農村）担当：黒崎  
南部高原に位置するンジョンベ州ルデワ県は、降水量に恵まれた山岳地帯に位置しており、

山々の落差やその環境をいかし、1970 年代頃からキリスト教会関係者やドナーらによる複数の
小水力発電施設が導入されてきた。2000 年頃から、その恩恵に与れない住民のなかから、キリ
スト教会の水力発電を模倣して独自に廃材などを活用しながら、水域の保全を組み込んだごく
小規模な（ピコ）水力発電を実践する動きがみられるようになってきた。さらに 2008 年の電化
法の改定が契機となり、町工場の職人や教師などが廃材を使い、僻地の村で電灯を灯すようにな
った。住民によるこうした動きに加え、太陽光発電も村々に導入されていくようになった。 
住民による小さな水力発電が行われてきた一方、2004 年を過ぎたころからイタリアを本拠地

とするキリスト教系 NGO を中心とする中規模の水力発電を利用したマドぺ・ミニグリッド（複数
農村に配電をする地域電力網）設置プロジェクトが専門家主導で進展している。このプロジェク
トの最大発電能力は 1.7MW であり、ナショナル・グリッドとつなぐことで、ミニグリッドの電気
が不足するときはナショナル・グリッドから調達し、逆に電気があまるときはナショナル・グリ
ッドに売るという体制をとっている。 
 
（３）ピコ水力＋太陽光＋系統電力（ソングウェ州モンバ県 M村）担当：伊谷  
ソングウェ州モンバ県 M 村は、ザンビアとの国境近くに位置し、トウモロコシやシコクビエな

どの食料を販売して生計をたてている。土地は痩せ降雨も不規則なため農業の生産性は低く、林
を切り開き農地を拡大することでなんとか自給しているものの、林の荒廃は深刻化している。タ
ンザニアのなかでも経済的な周縁地域で、住民はながらく灯油ランプやかまどの火を光源とし
ていた。季節湿地の水を集めたモンバ川が村のなかを流れていて、2011 年以来、伊谷らが「ら
せん水車」を用いたピコ水力発電を導入し、その活動を環境保全に繋げることを目指して村人と
ともに実践活動を行ってきた。この地域でも、2015 年頃から個人用の小規模な太陽光発電を使
用する世帯もあらわれるようになった。さらに 2018 年にはナショナル・グリッドが村まで延伸
される動きもみられ、グリッドにアクセスする住民も出てきている。 
 
４．研究成果 
（１）科研前半の成果―『地域水力を考える―日本とアフリカの農村から』の刊行 
 当初は 4 年間にわたり継続的にタンザニアでのフィールド調査を実施する計画であったが、
前半２年間は新型コロナウイルス感染拡大の影響で、計画していた調査を行うことができなか
った。そこで、研究計画を変更し、これまでに各自が調査地で収集したデータや資料を整理・分
析することと並行して、日本の農村で水力発電の研究・実践を行っている研究者３名を招きオン
ラインでの研究会を幾度か開催した。その成果として、伊谷・荒木・黒崎編（2021）『地域水力
を考える―日本とアフリカの農村から』（昭和堂）を刊行した。本書には、「ギャップを埋める地
域水力」（伊谷・黒崎）、「環境と人をつなぐ水力」（伊谷）、「創造的模倣としての水力発電―タン
ザニア農村における試みから」（黒崎）、「水車を介した国境を越えた協働―『ゆるやかな共』の
繋がりから考える地域水力」（荒木）、「人と環境とエネルギーの関係性」（伊谷・荒木・黒崎）が
収められている。 
 
（２）科研後半の成果―タンザニアでのフィールド調査 
2022 年 8 月にタンザニア渡航が可能となり、2022 年度と 2023 年度の後半 2 年間は調査を実

施することができた。 
2022 年 8 月にタンザニアを訪れると、電気事情に大きな変化がみられていた。タンザニアで

は、2000 年以降はインド洋の海底ガス田でとれる天然ガスを用いた火力発電が電源の主力とな
り、今ではナショナル・グリッドの発電能力の 6 割以上を占めるようになっている。しかし、高
まり続ける国内の電力需要には到底およばず、現在も 5基の水力発電所が建設されている。その
1つであるジュリアス・ニエレレ水力発電所は、発電能力が 2,115MW とアフリカで 2番目という
巨大な発電所である。タンザニア政府は水力発電所の 2024 年内の稼働に向けて、電気鉄道の導



入、隣国への送電、工場の誘致などとともに、ナショナル・グリッドによる農村電化を急速に進
めていたのである。 
このような変化をうけ、当初の調査項目に、ナショナル・グリッドの延伸による農村電化がお

よぼす影響を重点項目として加え、フィールド調査を実施した。各対象地域での調査の概要は、
以下のとおりである。 
 
① ルヴマ州ムビンガ県 K村 
村による「共の電気」の運営は、タンザニアのなかでも先駆的な試みといえるが、さまざまな

課題にも直面していることが明らかになった。まずは、ナショナル・グリッドと同様、電気は村
内に一律に普及するわけではなく、水力発電のみならず太陽光発電も併用している世帯からど
ちらも使用できない世帯まで格差が生じていた。また、水力発電の料金設定、電気代の集金や管
理、不測の事態や設備の老朽化に備えた貯蓄などに付随する課題も抱えていた。さらに、水力を
利用した製粉や発電を持続的に利用していくために、植林などを通して村内の環境保全に力を
入れてきたが、村内のみならず流域での環境保全も必須である。直接的な恩恵を受けていない
村々を巻き込み、村を越えた流域全体の環境保全に繋げていくことが依然として課題であった。 
コロナ後の 2022 年の調査では、農村電化をめぐり大きな変化が起きていることに驚かされた。

ナショナル・グリッドがタンザニアのなかでも辺境の地にあるムビンガ県の村々にまで浸透し、
K村で運営してきた「共の電気」の希少性やプレゼンスが揺らぎ始めていた。グリッドの浸透と
いう新たな局面に遭遇し、上述したさまざまな課題を内包しつつも、25 年余りの歳月にわたり
製粉や発電に取り組んできたことは、一体どういう意味をもち、こうした取り組みは地域社会に
どのような影響をもたらし、人びとはそこから何を継承していこうとしているのかを再検討す
ることとなった。１）水力製粉所を含めた共用施設を単なる「箱」としてのインフラ整備ではな
く、自ら創り出し、使い、継承している、２）活動の中心としての住民組織を通して、計画・実
行に移していく能力や自信などを構築し、協働するセングの精神を継承している、３）環境の修
復や保全の観点からは、地道に植林を続けてきたことにより水力発電施設の周辺は林になり、村
全体でも木々が増えていることなどが観察・考察できた。こうしたことが、この村の“協働の象
徴”となり、単に電気を得るということ以上の意味を持っているといえるのではないか。今後、
住民が時間をかけて育んできた｢共の電気」がナショナル･グリッドに飲み込まれていくのか、独
立性を保ちつつ並存していくことができるのかを注視していく必要がある。 
 
② ンジョンベ州ルデワ県農村 
コロナ後に再訪すると、イタリアのキリスト教系 NGO を中心とする中規模の水力発電を利用

したマドぺ・ミニグリッド・プロジェクトが進展していることに加え、電力公社 TANESCO による
ナショナル・グリッドも急速に延伸していた。これらの電源がどのような関係にあるのか、村人
による電源選択の実態やごく小規模な水力発電の現状などについて調査を行った。 
住民による小規模な水力発電の動向については、さまざまなケースがみられた。マドぺ・ミニ

グリッドがきても発電を続けているケースとしては、１）幹線からはずれており電線の引き込み
に費用がかり、太陽光発電に切り替えるのもコストがかかるために、慣れている水力発電を継続
して使用しているケース、２）ミニグリッドの電気が利用できる範囲であるが、停電が頻発する
ため、小さな水力発電も併存し、さらに太陽光発電も組み合わせ、３つの電源を使い分けている
ケースなどがみられた。他方、マドペ・ミニグリッドがきたことによって小さな水力発電をやめ
てしまったケースや、ナショナル・グリッドが引かれたことを受けて、小さな水力による発電は
やめたが、製粉事業のみ継続しているケースまで対応はさまざまであった。特筆すべき動きとし
ては、ンジョンベ州都の職人グループが、マドペ・ミニグリッドで電気が行き届かない村の周縁
部に配電している動きがみられたことである。 
以上のように、ナショナル・グリッドやマドぺ・ミニグリッドの電気がきたことにより、水力

発電をやめてしまったケースがある一方、複数の電源オプションのひとつとして継続している
ケースもあるなど、地域条件や所有者の考えなどを反映して対応は一様ではないことが明らか
になった。また、ミニグリッドは地方電化に有効である反面、電気供給の安定性のためにナショ
ナル・グリッドとの連繋を採用すると、政治的思惑に巻き込まれ不利益をこうむる可能性がある
ことがわかった。実際アフリカの他の地域においても、ミニグリッドが不利な条件でナショナ
ル・グリッドへ吸収されるという事例が報告されている。住民のなかでも、グリッドがきたにも
関わらず小さな水力を複数の電源オプションのひとつとして活用しているケースがみられたが、
これは、グリッド系電気への不信感が背景にあると考えられる。逆にいえば、今後のグリッド系
の電気の質改善・普及のスピードが改善されるようであれば、住民によるごく小規模な水力発電
は影響を受ける可能性があると考えられる。 
 
 



③ ソングウェ州モンバ県 M 村 
モンバ県Ｍ村では、環境保全と水力利用を組み合わせた取り組みが行われてきた。モンバ川は

傾斜が緩く発電は難航し、試行錯誤のすえ、「らせん水車」を用いてようやく発電に成功したが、
乾季に河川が干上がって事業の中断を余儀なくされた。この失敗の原因について議論するなか
で、住民は環境の劣化が気がつかないうちに進行していることを強く意識するようになり、植林
の経験がまったくない地域ではあったが、事業を発電から植林に切り換えることになった。そし
て、発電と併行して始めていた植林事業は、目標を商業林の持続的な利用に変更しながら現在に
至るまで継続している。 
他方、2000 年頃から政府は農村電化を大統領選挙の公約に掲げるようになり、5年ごとの選挙

のたびに電柱が村に近づき、2015 年の選挙の年に電線が届いた。当初、電柱から家まで電気を
引くのに 150,000 シリング（約 9,0000 円）もかかっていたが、コロナ後の 2022 年の調査におい
て、2021 年に農村地域にかぎり 27,000 シリング（約 1,500 円）で引けるようになったことによ
り、ナショナル・グリッド電源をもつ世帯が急増していていることが観察された。これによって
診療所や売店には冷蔵庫が置かれ、燃料の調達が面倒だったディーゼル製粉機はすべてモータ
ーに置き換えられるなど、村の生活は大きく変わろうとしている。水力発電は林と水と電気をつ
なぐ唯一のツールであったが、ナショナル・グリッドが入ったことで、生態環境と電気の関係は
完全に断絶されてしまった。このような急激な変化が村に及ぼす多面的な影響について、引き続
き調査を継続していくことが重要である。 
 
（３）学会報告 
申請時の計画に比べ十分な調査が実施できなかったが、後半 2 年間でのフィールド調査をも

とに、2024 年 5 月 18 日、19 日の日本アフリカ学会第 61 回学術大会（於：大阪大学）において、
「タンザニア農村における水力発電の取り組みとグリッドのひろがり」という共通タイトルの
下、（１）「グリッド（送配電系統）の導入からみえてきたこと」（伊谷）、（２）「電源選択の諸相」
（黒崎）、（３）「「共の電気」をめぐる諸課題」（荒木）というタイトルにて 3連続報告を行った。
本科研の期間を越えてしまうが、学会報告を端緒とし論文執筆や発表を進めていく計画である。 
 
（４）今後の課題 
最後に、今後の課題を述べておきたい。ナショナル･グリッドの急速な延伸が及ぼす影響につ

いては、３地域での調査から幾つかの懸念点が浮かび上がってきた。まず、ナショナル・グリッ
ドと接続することにより、余剰がある時は売り、不足している時は買うことができるメリットが
ある反面、ナショナル・グリッドに吸い上げられたり、安く買いたたかれるリスクがあることで
ある。また、一極集中のナショナル・グリッドは、故障や不測の事態に際して突然停電してしま
うなどのリスクが生じることも容易に推測でき、安定性や信頼性に疑問が残ることも指摘して
おきたい。 
地域で完結する小さな水力発電は、水源保全や環境修復、修理対応、ガバナンスが地域住民主

導でなされるなどの利点があり、一極集中的なグリッドの電気に依存することのリスク分散に
もつながる点においても意味がある。また、単に電気を得るということ以上に、環境修復・保全
とセットになった小さな水力発電を住民自らが創り出し、継承していくことの意義も調査のな
かで再確認されることとなった。 
タンザニアではナショナル・グリッドが急速に農村に延伸しているが、今後どのような形で浸

透し、どのような影響を農村社会に及ぼしていくのかを継続して注視していく必要がある。 
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